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17/7 期は、新たなエリアとして大阪への進出を実現している。3 月 19
日にオープンした「ブランリール大阪」は、JR 大阪駅徒歩 3 分、阪

急梅田駅徒歩 1分の好立地の都心型テナント入居店舗である（図表 7）。
同社ではこの施設を関西エリアでのドミナント形成の足掛かりとす

る考えを持っている。 
 
 

 
 
 
尚、静岡県におけるドミナント強化のため、7 月 29 日に静岡 3 施設

目となる「ラピスコライユ」を出店した。「ラピスコライユ」は、JR
東海道本線、清水駅西口ロータリーに隣接する立地で、140 名収容で

きるパーティ会場を備えた施設である。 
 
また、17/7 期に株式会社ビーライン（以下、ビーライン、静岡県沼津

市）からブライダル事業を譲受した（契約締結日は 17 年 3 月 31 日）。

ビーラインは静岡県沼津市にブライダル施設「ヴィラエッフェ」を運

営している（１施設のみ、130 名収容可能なパーティ会場を備える）。

同社はこの施設を完全貸切のハウスウェディング会場としてリニュ

ーアルし、静岡エリア 4 店舗目の施設として運営する考えで、6 月 15
日より予約受付を開始している。グランドオープンは 10 月中旬を予

定している。 
 
 

【 図表 7 】「ブランリール大阪」の概要 

（出所）ブラス決算説明会資料 
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3）衣装事業の収益力強化 
同社の施設で婚礼予定の顧客に対して、和装のレンタルに関する営業

を強化しており、17 年 1 月には婚礼和装専門のセレクトショップ「翔

風館」をオープンした。「翔風館」では、オリジナリティの高い新し

い「キモノスタイル」を提案し、結婚式で着用する着物や小物のレン

タル及び販売を行っている。洋装のドレスにプラスアルファの提案を

することで、挙式 1 件当たりの単価の引き上げを図る考えである。 
 

 
◆ 18 年 7 月期も増収増益を見込む 
18/7 期の会社計画は、売上高が前期比 7.2 %増の 9,614 百万円、営業

利益は同 10.0%増の900百万円、経常利益は同 11.9%増の 887百万円、

当期純利益は同 7.5%増の 532 百万円である（図表 8）。 
 
 

 
 
新規施設については、10 月中旬に静岡県にオリゾンブルーの出店が

予定されており、7 月に出店したラピスコライユとともに施行件数の

増加に寄与すると見ている。総施行件数は前期比 223件増の 2,645件、

単価は若干の低下を想定し、7.2%の増収を見込んでいる。人件費、

広告宣伝費等の経費増加を想定するものの、売上高の伸びで吸収し、

増収率を若干上回る営業利益の伸びを計画している。 
 
尚、第 2 四半期累計決算については 6.7%増収、44.2%営業減益を計画

しているが、これはオリゾンブルーの開業費用及び店舗改修工事に

関する費用の発生を見込んでいるためである。 
 

1 株当たり配当金は 12 円を予定している（17/7 期は、1 株当たり普

通配当金 7.5円、上場市場変更に伴う記念配当金 2.5円の合計 10円）。 
 
 

＞ 業績予想 

（出所）ブラス決算短信および決算説明会資料を基に証券リサーチセンター作成 

【 図表 8 】18 年 7 月期の会社計画           （単位：百万円） 

15/7期 16/7期 17/7期 18/7期
実績 実績 実績 会社計画 前期比

売上高 6,155 7,107 8,966 9,614 7.2%

売上総利益 3,800 4,427 5,598 － －
売上総利益率 61.7% 62.3% 62.4% － －

営業利益 462 611 818 900 10.0%
営業利益率 7.5% 8.6% 9.1% 9.4% －

経常利益 434 574 792 887 11.9%
経常利益率 7.1% 8.1% 8.8% 9.2% －

当期純利益 264 317 495 532 7.5%
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◆ 証券リサーチセンターの業績予想 
証券リサーチセンター（以下、当センター）では、同社の 18/7 期業

績について、売上高 9,800 百万円（前期比 9.3%増）、営業利益 980 百

万円（同 19.8%増）、経常利益 935 百万円（同 18.1%増）、当期純利益

564 百万円（同 13.9%増）と、会社予想を上回る水準を予想する（図

表 9）。売上高から経常利益までは前回予想を据え置いており、想定

税率の見直しにより当期純利益のみを前回予想から上方修正してい

る。当センターの想定は以下の通りである。 
 
1）18/7 期の総施行件数は、会社計画を 27 件上回る 2,672 件（前期比

250 件増）とした。単価については、17/7 期を僅かに下回る 362 万円

を想定した。 
 
2）18/7 期の売上総利益率は前期比 0.4%ポイント低下の 62.0%を予想

する。これは、食材費の単価上昇を予想したためである。販管費率に

ついては、人件費は増加するものの、増収効果により前期比 1.3%ポイ

ント改善すると想定した。 
 
 
◆ 証券リサーチセンターの中期業績予想 
同社は中期経営目標について、数値、期間を含めて公表はしていない

ものの、上述の様に既存店の稼働率向上及び新施設の着実な出店によ

り、持続的な成長を目指す考えである。 
 
当センターでは、19/7 期以降も施設数増加が施行件数拡大に繋がり、

売上高、利益の成長が継続すると予想している。19/7 期の業績予想は、

前回予想を見直し、売上高が前期比 10.2%増の 10,800 百万円、営業利

益は同 11.2%増の 1,090 百万円とした。前回予想（売上高 11,350 百万

円、営業利益 1,146 百万円）との差異は、施行件数と単価を見直した

ために生じている。 
 
20/7 期については、売上高が前期比 9.3%増の 11,800 百万円、営業利益

が同 10.1%増の 1,200 百万円を予想する。 
 

予想の前提は以下の通りである。 
 
1）19/7 期以降、施設数は年 2 施設の増加を想定した。施設はこれまで

と同程度の 1 パーティ会場とし、挙式・披露宴の施行件数は 19/7 期が

2,972 件、20/7 期が 3,270 件と予想した。 
 
2）挙式・披露宴の平均単価は 19/7 期以降 360 万円と 18/7 期の水準か

ら横這うと想定した。和装を含めたドレス事業強化の効果で単価の上

昇につながる要因がある一方で、少人数挙式が増加することによる下

落要素があるためである。 

＞ 中期業績予想 
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3）売上総利益率は食材価格の安定から年率 0.1%ポイント改善するこ

とを想定した。販管費率は横這いと予想した。 
 
配当については、18/7 期と同水準の 1 株当たり年間配当金 12 円が継続

すると予想する。 
 
 
 

  
 
 
 

◆ 衛生管理について 
同社は挙式・披露宴時に料理や飲料を提供しているため、食品衛生法

の規制対象となり、所轄保健所から営業許可証を取得して事業を行っ

ている。 
 
衛生面については、施設ごとに食品衛生責任者を配置し、外部専門機

関による定期的な衛生検査を実施するなど、安全性と品質の確保に努

めている。しかし、食中毒等の事故、問題食材の使用などが発生した

場合には、社会的信用の低下により業績に悪影響が出る可能性がある。 
 
◆ 差入保証金について 
同社の施設用地については、賃借より出店を行うことを基本方針とし

ており、全ての店舗について保証金を差し入れている。17/7 期末の敷

金及び保証金の総額は 368 百万円と資産合計の 4.4%を占めている。

【 図表 9 】証券リサーチセンターの業績予想 （損益計算書）        （単位：百万円） 

（注）CE:会社予想 E:証券リサーチセンター予想 
（出所）ブラス有価証券報告書、決算短信、決算説明会資料をもとに証券リサーチセンター作成 

＞ 投資に際しての留意点 

15/7 16/7 17/7 18/7CE
18/7E

（前回）
18/7E

19/7E
（前回）

19/7E 20/7E

損益計算書
売上高 6,155 7,107 8,966 9,614 9,800 9,800 11,350 10,800 11,800

前期比 9.3% 15.5% 26.2% 7.2% 16.8% 9.3% 15.8% 10.2% 9.3%
売上総利益 3,800 4,427 5,598 － 6,076 6,076 7,048 6,706 7,339

前期比 10.4% 16.5% 26.5% － 16.9% 8.5% 16.0% 10.4% 9.4%
売上総利益率 61.7% 62.3% 62.4% － 62.0% 62.0% 62.1% 62.1% 62.2%

販売費及び一般管理費 3,338 3,815 4,780 － 5,096 5,096 5,902 5,616 6,139
販管費率 54.2% 53.7% 53.3% － 52.0% 52.0% 52.0% 52.0% 52.0%

営業利益 462 611 818 900 980 980 1,146 1,090 1,200
前期比 -17.4% 32.3% 33.9% 10.0% 18.8% 19.8% 16.9% 11.2% 10.1%

営業利益率 14.5% 8.6% 9.1% 9.4% 10.0% 10.0% 10.1% 10.1% 10.2%
経常利益 434 574 792 887 935 935 1,101 1,045 1,155

前期比 -20.2% 32.3% 38.0% 11.9% 19.9% 18.1% 17.8% 11.8% 10.5%
経常利益率 7.1% 8.1% 8.8% 9.2% 9.5% 9.5% 9.7% 9.7% 9.8%

当期純利益 264 317 495 532 493 564 581 631 698
前期比 -11.5% 20.1% 55.8% 7.5% 20.2% 13.9% 17.8% 11.9% 10.6%
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これは、退店時には貸主から返還されることになっているが、貸主の

財政状態の悪化により差入保証金の一部または全部が返還されない

場合には、業績及び財政状態に悪影響が出る可能性がある。 
 
◆ 自然災害について 
同社では、東海エリアを中心に施設を展開している。この地域におい

て、大規模な自然災害が発生し、施設に被害が及んだ場合には、通常

の事業継続が困難となり業績に悪影響が出る可能性がある。 
 
 
 
 
 
 

証券リサーチセンターでは、同社を対象とするレポート発信を 16 年 12 月 9 日より開始いた

しました。 
新規上場した企業を中心に紹介してゆくという当センターの設立趣旨に則り、同社について

のレポート発信は、今回を以て終了とさせていただきます。 
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証券リサーチセンターは、株式市場の活性化に向けて、中立的な立場から、アナリスト・カバーが不十分な企業を中心にアナリス

ト・レポートを作成し、広く一般にレポートを公開する活動を展開しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 協賛会員 
（協賛） 
東京証券取引所  SMBC 日興証券株式会社  大和証券株式会社  野村證券株式会社 
みずほ証券株式会社  有限責任あずさ監査法人  有限責任監査法人トーマツ 新日本有限責任監査法人 
優成監査法人  株式会社 ICMG 
（準協賛） 
三優監査法人           太陽有限責任監査法人   株式会社 SBI 証券 
（賛助） 
日本証券業協会          日本証券アナリスト協会  監査法人 A&A パートナーズ いちよし証券株式会社 
宝印刷株式会社          株式会社プロネクサス  

「ホリスティック企業レポートとは」 
ホリスティック企業レポートとは、証券リサーチセンターが発行する企業調査レポートのことを指します。ホリスティック企業レ

ポートは、企業側の開示資料及び企業への取材等を通じて収集した情報に基づき、企業価値創造活動の中長期の持続可能性及び株

価評価などの統合的分析結果を提供するものです 
 

 魅力ある上場企業を発掘 

新興市場を中心に、アナリスト・カバーがなく、独自の製品・技術を保有している特徴的な企業を発掘します 

 企業の隠れた強み・成長性を評価 

本レポートは、財務分析に加え、知的資本の分析手法を用いて、企業の強みを評価し、企業の潜在的な成長性を伝えます。さらに、

今後の成長を測る上で重要な KPI（業績指標）を掲載することで、広く投資判断の材料を提供します 

 第三者が中立的・客観的に分析 

中立的な立場にあるアナリストが、企業調査及びレポートの作成を行い、質の高い客観的な企業情報を提供します 
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 PER（Price Earnings Ratio） 
株価を 1 株当たり当期純利益で除し

たもので、株価が 1 株当たり当期純

利益の何倍まで買われているのかを

示すものです 
 
 PBR（Price Book Value Ratio） 
株価を 1 株当たり純資産で除したも

ので、株価が 1 株当たり純資産の何

倍まで買われているのかを示すもの

です 
 
 配当利回り 
1 株当たりの年間配当金を、株価で除

したもので、投資金額に対して、どれ

だけ配当を受け取ることができるか

を示すものです 

 ESG 
Environment：環境、Society：社会、

Governance：企業統治、に関する情

報を指します。近年、環境問題への関

心や企業の社会的責任の重要性の高

まりを受けて、海外の年金基金を中心

に、企業への投資判断材料として使わ

れています 
 
 SWOT 分析 
企 業 の 強 み （ Strength ）、 弱 み

（Weakness）、機会（Opportunity）、
脅威（Threat）の全体的な評価を

SWOT 分析と言います 
 
 KPI （Key Performance Indicator） 
企業の戦略目標の達成度を計るため

の評価指標（ものさし）のことです 

 知的資本 
顧客関係や業務の仕組みや人材力な

どの、財務諸表には表れないが、財務

業績を生み出す源泉となる「隠れた経

営資源」を指します 
 
 関係資本 
顧客や取引先との関係、ブランド力な

ど外部との関係性を示します 
 
 組織資本 
組織に内在する知財やノウハウ、業務

プロセス、組織・風土などを示します 
 
 人的資本 
経営陣と従業員の人材力を示します 

免責事項 

・ 本レポートは、一般社団法人 証券リサーチセンターに所属する証券アナリストが、広く投資家に株式投資の参考情報として閲覧

されることを目的として作成したものであり、特定の証券又は金融商品の売買の推奨、勧誘を目的としたものではありません。 

・ 本レポートの内容・記述は、一般に入手可能な公開情報に基づき、アナリストの取材により必要な補充を加え作成されたもので

す。本レポートの作成者は、インサイダー情報の使用はもとより、当該情報を入手することも禁じられています。本レポートに

含まれる情報は、正確かつ信頼できると考えられていますが、その正確性が客観的に検証されているものではありません。また、

本レポートは投資家が必要とする全ての情報を含むことを意図したものではありません。 

・ 本レポートに含まれる情報は、金融市場や経済環境の変化等のために、最新のものではなくなる可能性があります。本レポート

内で直接又は間接的に取り上げられている株式は、株価の変動や発行体の経営・財務状況の変化、金利・為替の変動等の要因に

より、投資元本を割り込むリスクがあります。過去のパフォーマンスは将来のパフォーマンスを示唆し、または保証するもので

はありません。特に記載のないかぎり、将来のパフォーマンスの予想はアナリストが適切と判断した材料に基づくアナリストの

予想であり、実際のパフォーマンスとは異なることがあります。したがって、将来のパフォーマンスについては明示又は黙示を

問わずこれを保証するものではありません。 

・ 本レポート内で示す見解は予告なしに変更されることがあり、一般社団法人 証券リサーチセンターは、本レポート内に含まれる

情報及び見解を更新する義務を負うものではありません。 

・ 一般社団法人 証券リサーチセンターは、投資家が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の

損失や逸失利益及び損害を含むいかなる結果についても一切責任を負いません。最終投資判断は投資家個人においてなされなけ

ればならず、投資に対する一切の責任は閲覧した投資家にあります。 

・ 本レポートの著作権は一般社団法人 証券リサーチセンターに帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。 

指標・分析用語の説明 
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